
「家庭の省エネアドバイザー制度」による家庭部門の
地球温暖化対策の推進

１．概要

東京都に認定された統括団体に所属する「省エネアドバイザー 」

が、無料で希望者の家庭や東京都内の市区町村・町内会等を訪問し

、省エネに関する助言や光熱費の節約効果の説明を実施する「家庭

の省エネアドバイザー制度」を東京都が運用している事例（Ⓐ参照

）。

２．特徴

省エネアドバイザーが所属する統括団体の要件を、「省エネのノ

ウハウを持つとともに、業務の中で家庭を直接訪問する機会その他

家庭との接点を有している事業者」としている点である。この要件

を設けることによって、家庭との関わりが深く、省エネに関するノ

ウハウを持つ企業を通じ、家庭に対して地球温暖化対策に関する効

果的かつ効率的な働きかけを行うことができる（Ⓑ参照）。

また、都から統括団体※に対しては、アドバイス活動に対する報

酬を支払っておらず、統括団体は社会貢献活動の一環として実施し

ていることから、比較的低予算で制度の運用が可能となる。

３．成果

「家庭の省エネアドバイザー制度」により、都民（家庭）の環境

意識が向上し、家庭からの温室効果ガスの削減効果が期待される。

また、セミナーや地域の集いにおける省エネアドバイスも実施する

ことから、地域活動におけるテーマの一つとして活用することがで

きる。

平成27年には159件のアドバイスを実施、91名の省エネアドバイ

ザーを養成している。また、省エネアドバイザー研修は平成26年度

に3回、平成27年度に4回開催している。

Ⓐ 家庭の省エネアドバイス申し込み方法

Ⓑ 家庭の省エネアドバイザー制度の仕組み

※：平成29年3月時点での統括団体は、12団体である。

東京都
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県産材を活用した住宅の断熱化による省エネの推進
「信州健康エコ住宅推進事業」

１．概要

長野県が、住宅の断熱性能の向上による住宅
からの温室効果ガスの発生抑制と、林業の活性
化の双方を促進するために、最新の省エネ基準
に適合し、かつ県産木材を活用した新築住宅に
助成金を支給している事例（Ⓐ参照）。

２．特徴

断熱性の高い新築住宅への助成の条件に、「
一定以上の県産材の利用」を盛り込むことで、
断熱性の高い住宅の普及と区域内の林業の活性
化を両立している。

３．成果

本事業の成果はⒷに示すとおりである。
また、県産材の利用に伴う林業・住宅産業の

活性化とともに、適切な森林管理による水源か
ん養、土砂流出防止、国土保全等の森林の持つ
多くの機能の増進等が期待される。また、断熱
性の高い住宅の建築によるヒートショックの抑
制等、健康面の効果も期待することができる。

Ⓐ「信州健康エコ住宅推進事業」の助成要件

①県産木材（信州木材認証製品）出荷量5,322m3のうち信州健康エ
コ住宅分3,082m3（平成26年度実績）

②新築住宅における建築物エネルギー消費性能基準（断熱性能）
適合率は約７割（平成27年度抽出調査 中間集計）

③「信州健康エコ住宅助成金」交付申請受付状況（H28年11月28
日時点）

 平成28年度工事完了分 112件
 平成29年度工事完了分 7件

Ⓑ「信州健康エコ住宅推進事業」の成果

長野県
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公・民・学連携による最先端都市整備
「柏の葉国際キャンパスタウン構想」

１．概要

世界水準の先端的な国際学術研究都市・次世代環境都市を
目指すため、柏市、千葉県、東京大学、千葉大学、三井不動
産株式会社等が連携・協働し、国際学術研究都市・次世代環
境都市づくりを推進する事例。

２．特徴

「柏の葉国際キャンパスタウン構想」に示された世界水準
の先端的な国際学術研究都市・次世代環境都市の実現に向け
た取組を公・民・学連携により推進している。

取組の内容は、地域のエネルギー管理を一元的に行う「柏
の葉AEMS(エリアエネルギーマネジメントシステム)」（Ⓐ参
照）と、ICTを活用した乗り捨て可能な移動手段の貸し借りの
実現を目指す「マルチ交通シェアリングサービス」。

３．成果

「柏の葉AEMS」による駅前街区の温室効果ガスの排出量
の削減量は2005年度東京都地球温暖化対策計画書制度用途別
CO2排出原単位の平均値比で、40％の削減目標を達成した。

「マルチ交通シェアリングサービス」の利用者数について
は、実証実験開始から４年目の平成27年度末には、目標値で
あった1,000名を越し、目標を達成している。

Ⓐ「柏の葉AEMS」イメージ図

千葉県 柏市
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「低炭素都市づくり・都市の成長への誘導ガイドライン」の策定
による環境配慮型開発への誘導

１．概要

川崎市が、低炭素型に配慮した都市の開発計画を行う開発
事業者に対し、優遇的な措置（建物の容積率の割増）を講じる
ことによって、低炭素都市づくり等への誘導を図る事例。

２．特徴

容積率の割増を決定する評価基準として、総合評価方式を
用いることで、低炭素型の都市づくりに向けた、開発事業に対
するインセンティブを構築した点。

評価基準として、従来からある空地評価に、「環境配慮」
並びに都市の成長に資する取組としての「都市機能」、「都市
防災」及び「都市空間」の3項目を追加し、合計4項目（Ⓐ参
照）の総合評価により、S・A・B・C の4段階にクラス分けを
行って、割増容積率を決定する仕組み（Ⓑ参照）としている。

３．成果

進捗管理指標は、容積率の割増を受けた件数としており、
2017年1月時点で、「小杉町1・2丁目地区（評価日2015年10
月13日）」（学校法人日本医科大学）が容積率特例制度によ
る容積率の割増を受けている。

なお、この特例制度は、「環境配慮」、「都市機能」、「
都市防災」、「都市空間」に関する取組を開発計画に積極的に
取り入れるよう誘導する仕組みである。

安心・安全なまちづくりへの貢献や、まちの魅力の向上等
を将来的にもたらすための基盤の一つとなっている。

神奈川県 川崎市

Ⓐ容積率割増に関する評価の視点

Ⓑ総合評価と割増容積率

総合評価 Cクラス Bクラス Aクラス Sクラス

割増容積率 α×0.8 α×1.0 α×1.2 α×1.6

※割増容積率＝空地評価による割増容積率（α）×総合評価に基づく倍率
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公共施設や商業施設とのクールシェアの推進による
家庭部門の温室効果ガス排出抑制「多摩市版クールシェア事業」

１．概要

多摩市が、公共施設や、多摩市に協賛する商業施設や飲食店
を「まちの休憩スポット」として指定することで、市民の外出
を促し、家庭におけるエアコン利用の抑制につながる「多摩市
版クールシェア事業」に関する事例（Ⓐ参照）。

２．特徴

以下を実施する施策により、本事業に参加する市民や協賛店
舗の増加を促すことで、家庭部門等から排出される空調負荷由
来の温室効果ガスの排出抑制を間接的に図っている点。

①協賛店舗のPRと特典サービスを掲載したクールシェ

アパスポートの全戸配布等。

②公共交通へのポスター掲示、マスコミへの呼びかけ、

啓発誌・広報紙への掲載等。

③集客等を見込める店舗・業種の選定や商業施設や

飲食店に対する協力依頼等。

３．成果

平成24年度から平成28年度までの協力店舗数と参加者数は
Ⓑに示すとおりである。協賛店舗数は着実に伸びている。

また、市民の外出が促進されることによる市街地等の活性化
、また市民の交流機会の増進等のコベネフィットが考えられる
。

Ⓐ「多摩市版クールシェア事業」の概要とツール（クールシェア
パスポート、協賛店の表示）

年度 公共施設 協賛店舗数
参加者数

（公共施設を除く）

平成24年度 24施設 （参加なし） （未集計）

平成25年度 18施設 23店舗 （未集計）

平成26年度 18施設 79店舗 16,549人

平成27年度 13施設 97店舗 4,829人

平成28年度 15施設 169店舗 28,820人

Ⓑ協力店舗数と参加者数

東京都 多摩市
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「歩くまち・京都」を実現する
総合交通戦略の策定による地球温暖化対策の推進

１．概要

京都市が「歩くまち・京都総合交通戦略」を策
定し、市内の渋滞削減等の交通対策を講じることに
よって、温室効果ガスの削減に寄与している事例。

２．特徴

Ⓐに示す「３つの柱」ごとに交通に関わる事業
者や関係する行政機関、学識経験者、商店関係者等
を委員とした検討部会を設置し、施策の検討を実施
している点と、交通戦略の進捗状況の総合的な点検
や、交通戦略のフォローアップ、社会情勢の変化も
踏まえた交通戦略の充実及び見直しを継続的に実施
している点。

３．成果

進捗管理指標の推移はⒷに示すとおり。いずれ
の指標についても改善の傾向がみられた。

区域施策編の改定（平成29年３月）後は、「公
共交通の優先利用による自動車分担率の低下」を取
組の効果とすることを予定しており、2020年度に
20％以下を見込んでいる。

Ⓐ「歩くまち・京都」総合交通戦略の3つの柱と相乗効果

Ⓑ 進捗管理指標の推移

削減効果指標

対策導入量 削減量（万ｔ-CO2）

単位
実績 目標 実績 目標 進捗

割合2010
年度

2014
年度

2020
年度

2014
年度

2020
年度

自動車燃費 km/L 18.7 22.4 21.5 8.94 12.64 70.8%

EV車及びPHV
車の普及台数

台 130 1,144 60,000 0.15 8.05 1.9%

市内自家用車
保有台数

万台 50.8 50.4 47.5 1.42 8.33 17.1%

京都府 京都市
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公共交通機関への利用転換施策による温室効果ガスの抑制
「エコファミリー制度」

１．概要

神戸市が、公共交通機関の利用者数増加と環境負荷低
減の双方を目的として、大人が同伴する子供の市バス・
地下鉄の運賃を無料にする制度の事例（Ⓐ参照）。

２．特徴

公営企業で運営している公共交通機関の利用率の向上
に向けた施策に、地球温暖化対策の価値を織り込み、そ
の成果を定量的に評価している。

３．成果

制度運用開始から平成27年度末時点までで、延べ約
1,344万人（地下鉄等：約704万人、バス：約640万人
）が利用し、約5,250t-CO2の二酸化炭素抑制効果があ
った。

コベネフィットの観点では、地球温暖化対策の施策で
あること等を明示したチラシの掲示等による環境学習効
果や、公共交通機関の活用による中心市街地や観光地の
活性化、自動車から排出される大気汚染物質の削減等に
つながっている。

Ⓐ エコファミリー制度の概要

兵庫県 神戸市
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○ 「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル」を始めとする各種マ
ニュアル類や今後の説明会情報については、環境省の「地方公共団体実行計画策定
支援サイト」にて随時配信してまいります。

○ 「地方公共団体実行計画策定支援サイト」のURLは、こちら↓

環境省＞総合環境政策＞地方公共団体実行計画策定支援サイトトップページ

http://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/index.html

ご清聴ありがとうございました。

おわりに
～環境省環境計画課からのお知らせ～

http://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/index.html

